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総務・資格審査グループ

局の予算・決算、組織・定数及び人事、広報・広聴並びに大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会の運営や入札契約事務の透明性、客観性を確保するため設置している大阪府総務部契約局競争入札審査会に関する事務を行った。
また、建設工事、測量・建設コンサルタント等業務及び物品・委託役務関係の入札参加資格審査申請の審査及び登録に関する事務を行った。

　併せて、府の調達契約から法令違反や不正行為等を行った入札参加資格者を一定期間排除するとともに、暴力団等の反社会的勢力からの不当要求（行政対象暴力）を排除する取組みを行った。

１　契約局競争入札審査会の運営

入札契約事務の透明性、客観性を確保するため、大阪府総務部契約局競争入札審査会において、大阪府が発注する建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、委託役務及び物品調達に関する入札参加資格の審査、低入札価格調査、公正入札調査並びに公募型プロポーザル方式に係る案件の審査を行った。
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	件　　数
	339件（21件）
	335件（19件）
	314件（27件）


　　　　（　　）は、公募型プロポーザルの案件で内数（延べ件数）。
２　大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会の運営
大阪府公共工事入札・契約事務連絡協議会（大阪府、府内の全市町村（大阪市・堺市を除く）で構成）において、入札契約事務に関し研修会を開催するほか情報交換等を行った。
	研修会
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	回数・

参加者数
	１回　70名
	１回　67名
	１回　72名


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　入札参加資格審査申請の審査及び登録

次の(1)から(5)の入札参加資格審査申請の審査及び登録を行った。
(1) 建設工事の競争入札に係る令和６・７・８年度「随時受付」
(2) 測量・建設コンサルタント等業務の競争入札に係る令和６・７年度「随時受付」
(3) 建設工事（特定調達契約）の競争入札に係る令和６・７・８年度「随時受付」


(4) 経常建設共同企業体に係る令和７年度「受付」
(5) 建物管理業務等の委託役務関係及び物品購入関係の競争入札に係る令和６年度「随時受付」並びに令和７・８・９年度「定期受付」及び「随時受付」
○入札参加資格者名簿登録件数【令和７年４月１日現在】

	登録区分
	登録件数

	建設工事（令和７・８年度）
	7,435件

	測量・建設コンサルタント等業務（令和７年度）
	1,132件

	建設工事（特定調達契約） （令和７・８年度）
	266件

	経常建設共同企業体（令和７年度）
	　0件

	物品・委託役務関係（令和７・８・９年度）
	7,947件


※ 経常建設共同企業体以外は、インターネットによる申請

４　建設工事競争入札参加資格審査における等級区分等

　　令和７年度の等級区分及び対象工事金額については、競争性が損なわれないよう、令和６年１月末時点の登録事業者の経営事項審査点数と、令和６年７月１日現在の経営事項審査点数を工事区分毎に比較した結果、大きな変動がないことから、令和６年度と同一の内容で実施することとした。
※ 工事の等級区分（ランク付け）について

　　登録業種のうち、土木一式工事、建築一式工事、電気工事、管工事及び舗装工事について、次の等級区分評点に応じ、３～５等級に区分している。
　　等級区分評点＝経営事項審査点数(Ｐ点)＋地元点(100点)＋福祉点(８点)＋環境点(２点又は４点)

　　（地元点、福祉点及び環境点は加算要件を満たす者で、希望する者に加算。）　

５　入札参加資格審査事務における大阪市との連携

　　建設工事、測量・建設コンサルタント等業務及び物品・委託役務関係の入札参加資格審査に関し、競争入札に参加しようとする者の負担軽減及び行政事務の簡素化・効率化を図るため、府と大阪市の申請窓口の統一化及び審査業務の集中化を平成22年６月１日から開始した。

　　なお、府市連携による事業推進を図るため、令和６年度は、市職員（延べ94人）の派遣協力を得て実施した。
　○ 府市の入札参加資格者の登録状況　【令和７年４月１日現在】

	登録区分
	大阪府登録件数
	大阪市登録件数
	府市重複登録率

	建設工事
	7,435
	4,101
	55.2% 

	測量・建設コンサルタント等業務
	1,132
	968 
	85.5%

	物品・委託役務関係業務
	7,947
	5,557
	69.9%


６　不正行為者の排除の取組み
　　大阪府入札参加停止要綱に基づき、法令違反や不正行為等を行うなど、契約の相手方として不適当と認められる入札参加資格者を一定期間排除する入札参加停止措置を行った。

　【入札参加停止措置状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：事業者数）

	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	建設業法違反
	１６
	２２
	３０

	談合等
	３
	５
	１

	独禁法違反
	１２
	５
	１３

	贈賄行為
	４
	０
	０

	工事事故
	４
	５
	３

	契約不履行等
	５
	８
	１９

	入札心得違反等
	７
	１６
	１４

	法令等違反
	１９
	２５
	３０

	虚偽記載
	１
	０
	０

	経営不振
	２
	１
	０

	その他
	０
	１
	０

	計
	７３
	８８
	１１０（１０３）


（　）内は実事業者数

７　暴力団等の排除の取組み
　　府の調達契約から暴力団を排除するため、大阪府暴力団排除条例（平成23年４月１日施行）及び大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（令和２年12月25日施行）に基づき、入札参加資格者（役員等を含む。）が暴力団員であった場合や、暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる入札参加資格者に対して、入札参加除外措置を行うとともに、暴力団の下請参入の防止（暴力団員等でない旨の誓約書の提出義務化により入札参加資格を有さない事業者にも対応）など公共工事等における暴力団排除の徹底を図った。
また、職員に対する行政対象暴力及び公共工事等に係る暴力団等への不当要求に対応するため、出先機関と所轄警察署等で構成する「地域連絡会」及び「不当要求排除対策研修会」を府内８か所（７土木事務所及び大阪市内）でそれぞれ開催（計１６回）した。
【入札参加除外措置状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：事業者数）
	
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	入札参加除外措置（単年）
	０
	０
	０

	　　　　　　　　（累計）
	３７
	３７
	３７

	入札参加除外措置解除・打ち切り
	０
	０
	０

	入札参加除外措置（年度末時点）
	１
	１
	１


企画・システムグループ
府の入札・契約制度の総合企画調整にかかる事務を行うとともに、入札及び契約事務の公正な執行を図るため、大阪府入札監視等委員会の運営を行った。
また、電子調達システムを運用し、大阪府における契約事務の更なる事務改善やコスト削減についての検討を行うとともに、電子契約システムの運用を開始した。
１　電子調達システム及び電子契約システムの運用等【システム】

建設工事、測量・建設コンサルタント等業務、委託役務及び物品調達に係る入札、見積合せ、契約等の事務を適正かつ効率的に実施するため、電子調達システムの維持管理及び運用管理を引き続き適切に行った。

また、電子契約を初めとする入札契約事務のペーパーレス化などによるＤＸの推進や働き方改革に寄与することを目的に、電子調達システムを電子契約システムとして再構築し、令和７年１月より運用を開始した。

(1)　電子契約システムの概要

「電子契約ポータルサイト」、「事業者管理システム（電子申請）」、「事業者管理システム（業者情報）」、「電子入札システム」、「案件情報公開システム」、「契約管理システム」、「電子契約サービス」、「システム連携機能」のサブシステムにより構成されており、「電子申請システム」、「業者情報システム」、「電子入札システム」、「調達業務支援システム」、「システム連携機能」の５つのサブシステムで構成されていた電子調達システムを再構築した。

①　電子契約ポータルサイト
　　事業者からの申請の受付、各サブシステムへの誘導、本府とのメッセージのやり取　　り、手続きの進捗状況の確認などが可能で、事業者側のポータル機能を担う。

②　事業者管理システム（電子申請）　旧電子申請システム

インターネットを通じて入札参加資格申請を受付け、各種チェックを行い、入札参加資格等を登録する。

③　事業者管理システム（業者情報）　旧業者情報システム

電子申請によって登録された入札参加資格登録業者の情報を一元管理し、入札時における参加資格者情報を提供する。

④　電子入札システム（案件情報公開システムを含む）

インターネットを通じて、入札参加申請や入札書の提出ができ、入札状況や結果などの情報を公開する。

ＪＡＣＩＣ（一般財団法人日本建設情報総合センター）が提供している「電子入札コアシステム」をカスタマイズし導入。

⑤　契約管理システム　旧調達業務支援システム

府が発注する建設工事、測量・コンサルタント等業務、委託役務、物品などの案件の予算管理から発注計画、入札、契約、検査、支払といった一連の入札・契約業務を一元的に管理する。
⑥　電子契約サービス
　　電子文書に電子署名をすることで契約の締結を行い、その契約書の保存管理を行う。

⑦　システム連携機能

各サブシステム間の連携及び財務会計システム、行政文書管理システム、建設CALSシステム、土木積算システムや発注者支援データベース等、庁内・庁外の外部業務システムとの連携により、一連の業務を円滑に行うことを可能とする。

(2)　システムの運用経費等

	保守運用経費
	224,838,873円
	ヘルプデスク、ＳＥ作業
	

	機器賃借経費
	35,181,135円
	ハードウェア機器
	電子調達システムのみ

	制度改正経費
	0円
	システム改修
	

	小規模改修経費
	71,390,000円
	システム改修
	電子調達システムのみ

	その他
	6,512,660円
	役務費等
	

	（小　計）
	337,922,668円
	
	

	再構築経費
	517,404,468円
	システム開発
	電子契約システムのみ

	（合　計）
	855,327,136円
	
	


(3)　システムに関する問合せ対応

①　ヘルプデスクでの対応状況：約2.2万件／年の問合せに対応

	
	R2
	R3
	R4
	R5
	R6

	事業者からの問合せ件数
	9,121
	12,579
	10,589
	9,240
	13,542

	府職員からの問合せ件数
	1,974
	6,564
	6,709
	6,241
	8,717

	合計
	11,095
	19,141
	17,298
	15,481
	22,259


②　ＳＥ作業等（連絡票による依頼への対応）：約1,500件／年

　　　　　　主な作業内容：科目付替、データ修正、連携エラー対応等
(4)　電子調達システムの再構築

これまでに実施してきた、基本設計、詳細設計を基に、システム開発、検証、移行を実施するとともに、連携が必要なシステムの所管所属との調整、庁内外それぞれに向けた研修、広報を行い、電子調達システムを電子契約システムとして再構築を完了し、令和７年１月にリリースした。

(5)　システムの機能改善
参加資格確認申請書画面に業務提携先業者情報を入力する項目の追加、及び業務提携先業者が、独自入札参加や他業者との業務提携が無いか開札時にチェックする機能、測量・建設コンサルタント等業務におけるWTOの参加資格者名簿について、登録申請の受付、審査後でも公開できる機能の追加、及びその資格登録の有無を自動審査の要件として指定できる機能、並びに法定福利費の契約伺画面での入力を可能とし、事業者向けサイトで公開される入札結果に表示する機能など、改善要望のあった事項について、各サブシステム（電子申請、電子入札、調達業務支援）の改修を行った。なお、電子調達システムの機能改善内容は電子契約システムに移行した。

２　大阪府入札監視等委員会の運営【企画】

　　入札及び契約事務の公正化・適正化を図るため、学識経験者など第三者で構成する大阪府入札監視等委員会において、入札・契約の過程及び内容についての事後的な審査を行うとともに、入札・契約制度の改正等について審議を行った。

なお、同委員会については、大阪府附属機関条例の一部改正及び大阪府入札監視等委員会規則の制定（平成24年11月１日施行）に伴い、条例設置による附属機関に位置付けられることとなった。

　　　関係法令　　　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

大阪府附属機関条例、大阪府入札監視等委員会規則

　　　委　　員　　　10名（弁護士４名、学識経験者４名、公認会計士２名）

　　　開催実績

定例会議（２部会制）

　　開催回数　計４回【９月（２回）、１月（１回）、２月（１回）】

審議件数　12 件（第１部会６件、第２部会６件）

　　※平成20年度から建設工事に加え、測量・設計コンサル、委託役務、物品までに審査対象を拡大。平成21年度から随意契約を審査対象に追加。
３　施設清掃等委託業務に係る総合評価入札【企画】
　　平成15年７月に本庁舎及び門真運転免許試験場で全国に先駆けて、施設清掃に「行政の福祉化」の視点を入れ、知的障がい者の雇用等を評価項目とした総合評価入札を実施した。現在、３年間の長期継続契約により、本庁舎をはじめ17施設（府設立の地方独立行政法人が所管する７施設（大阪産業技術研究所和泉センター、大阪府立病院機構設置の５医療センター、大阪公立大学中百舌鳥キャンパス）を含む。）において総合評価入札を行った。
　

　（実施状況）
	令和４年度
	３施設
	泉北府民センター、三島府民センター、光明池運転免許試験場

	令和６年度
	13施設
	本庁舎（咲洲庁舎含む）、府警本部庁舎、門真運転免許試験場、中河内府民センター、南河内府民センター、泉南府民センター、及び府設立の地方独立行政法人が所管する７施設（産業技術研究所和泉センター、府立病院機構設置の５医療センター、公立大学中百舌鳥キャンパス）


４　公募型プロポーザルの事前審査及び委員推薦【企画】
　　各部局が公募型プロポーザル方式により発注しようとする業務等において、「大阪府公募型プロポーザル方式実施基準」に基づき、協議・相談、事前審査（契約局審査会の審査※）及び選定委員会の委員の推薦（法律・会計・経営分野に限る。）を行った。

　（※契約局審査会の審査対象は、予定価格3,600万円以上のもの。）
　　　　協議等件数　　105件（うち、契約局審査会の審査件数 26件 ）

　　　　　　　　　　　 
５　大阪府公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会の運営【企画】
　　 大阪府公募型プロポーザル等事業者選定委員会規則第４条に基づき、委員長が同委員会の委員を指名するための会議を開催した。
　　　　開催回数　　　15回
６　大阪府建設工事総合評価等審査会の運営【企画】
建設工事、測量及び建設コンサルタントの業務等において総合評価一般競争入札を実施するにあたり、地方自治法施行令第167条の10の２第３項に規定する落札者決定基準の策定及び同条第５項に規定する落札者の決定に当たっての審査を行うため、同審査会（委員９名：大学教授や弁護士などの学識経験者で構成）の運営を行った。

また、本府独自の入札方式である実績申告型一般競争入札における実績評価基準の策定（項目及び点数の設定）について学識経験者の意見を聴けるよう、附属機関条例を改正（平成27年４月１日施行）し、同審査会の担任事務に地方自治法施行令第167条の５の２に規定する必要な資格の策定について追加するとともに、同審査会の名称を大阪府建設工事等総合評価審査会から大阪府建設工事総合評価等審査会に改めた。

  　　開催回数　　７回　　　　審査件数　　193件
７　入札・契約制度改善検討委員会の運営【企画】
　　入札・契約制度の改善すべき事項を検討し、一層の適正な運用を確保するため設置している物品委託役務部会及び建設工事等部会を下記のとおり開催した。
①物品・委託役務部会の運営

　○開催回数　５回

②建設工事等部会の運営

○開催回数　６回

８　入札・契約制度の改善に向けた取り組み【企画】

(1)電子契約システムの導入に伴う各種規程等の制定及び改正
　　　電子契約システムの導入による、契約事務のオンライン化、ペーパーレス化への事務処理の変更や電子契約の対応などに係る、各種規程等の制定及び改正を行った。

1 大阪府財務規則及びその運用の改正
2 大阪府電子契約実施要領等、契約局関係規程の制定及び改正
3 各種契約書の改正

    　④ 契約事務に係る提出書類等の押印基準の見直し
    　⑤ 契約保証及び前払金保証に係る保証証書の電子化
(2) 中間前金払制度の改善について
　　　　公共工事に係る中間前金払を選択した複数年契約について、翌年度への繰り越しが発生
した場合、当該繰り越しに係る出来高部分の支払いを出来高検査完了をもって部分払いを
行うことができることとした。
(3)国の制度改正による対応
　　　① 前払金の使途拡大に伴う特例措置
　　　　　前金払の対象範囲を「現場管理費及び一般管理費等のうち当該工事の施工に要する費用」に拡大（毎年度の特例措置から恒久的な制度変更）したことに伴い、建設工事請負契約書等を改正した。
② 公共工事設計労務単価運用に係る特例措置
旧労務単価により予定価格を積算したものについて、新労務単価等に基づく請負代金額に変更できる特例措置を、令和７年３月に実施した。
　　　③ 工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知に係る取扱い
資材の供給の著しい減少等、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあると認めるときは、契約締結前にその旨を発注者へ通知することとした。
　
９　大阪府市入札契約制度検討会の設置運営【企画】
　　大阪府・大阪市の入札・契約制度の相違点について整理し、さらなる府市連携を図るため、標記検討会を９回実施した。
　（その他、必要に応じて随時、情報交換や意見交換を実施している。）

委託役務グループ

１　委託役務業務関係の入札執行・契約締結
本庁各課、各出先機関等からの請求に基づき、委託役務業務関係の入札執行・契約締結を次のとおり行った。

	
	件 数
	内 訳
	備　考

	
	
	ＷＴＯ
	条件付一般競争
	

	入　札
	　974　
	75　
	　899　
	件数差内訳（47件）

・取止め　　　　８件　

・入札不調　　　37件

・契約不締結　　２件

	契　約
	　927　
	74　
	　853　
	


２　契約局競争入札審査会物品委託役務部会の運営
　　入札契約事務の透明性、客観性を確保するため、総務部契約局競争入札審査会物品委託役務部会において、委託役務、物品調達業務に係る入札参加資格の審査を行った。

	開催回数
	入札参加資格登録審査
	入札案件に係る参加資格審査

	133回
	　8,499件
	　　　1,440件


物品調達グループ
１　物品の購入・賃貸借の入札執行・契約締結
　　本庁各課、各出先機関等からの請求などに基づき、物品の購入・賃貸借の入札執行・契約締結を次のとおり行った。

	
	件 数
	内 訳
	備　考

	
	
	ＷＴＯ
	条件付一般競争
	

	入　札
	590件
	101件
	489件
	件数差内訳（37件）

・取止め　　 7件
・入札不調　30件

	契　約
	553件
	81件
	472件
	


２　物品調達システムの管理等

　　物品調達システムの運用管理を行うとともに、各所属において適切かつ円滑に物品購入及び管理事務が行われるよう、物品事務担当者に対する指導や研修会を会計局と共同で実施した。

　　　　実施状況　　４回開催、延べ793人参加

３　用品調達基金の運用
　　本庁及び出先機関の発注依頼に基づき、庁内共通利用の事務用品等（166品目、以下「用品」という。）を調達した。

　　　各業者への支払いは「用品調達基金」から支払われ、発注課は納品後代金を「用品調達

基金」に振り込む。

　　　　令和６年度　用品調達額　　　571,325,107円

【主な用品の調達状況】

	用品名
	数量(個)
	金額(円)

	ＰＰＣ用紙　Ａ４
	96,992
	327,357,470

	更紙　Ｂ４
	60,417
	
72,687,823

	ＰＰＣ用紙　Ａ３
	6,246
	
25,985,398

	ＰＰＣ用紙　Ｂ４
	4,997
	
25,745,577

	トイレットペーパー
	4,995
	15,849,083

	ＰＰＣ用紙　Ｂ５
	2,356
	
6,080,952

	カラー付箋紙ノート
	5,985
	4,644,761

	業務用ポリ袋　45Ｌ
	49,176
	
4,053,834

	セロハンテープ
	1,619
	3,134,835

	業務用ポリ袋　90Ｌ
	14,765
	3,055,240


４　府市連携の取組み
　　物品調達における府市連携の取組みとして、平成21年度より災害備蓄用物品の共同調達を行っている。令和６年度においては、災害備蓄用保存水の共同調達を行った。
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